
　

　昨年 11月４日に横浜市より認可公告された新しい建築協定は、６年ほど
前にスタートした「地域まちづくりルール特別委員会」により策定されま
した。委員長をはじめ、委員の皆さまのご尽力に対して、紙面をお借りし
て感謝申し上げます。

建築協定運営委員会の紹介

　建築協定運営委員会は、建築協定の条文にある組織で、役割は建築主の代理人（一般的には
設計事務所）から提出された建築図面を見て、建築物（新築・改築・増築）の位置や構造などが、
建築協定の規定に合致していることを確認することです。委員は各ブロックから選出されたメ
ンバーを３グループに分け、各グループが３つのブロックを担当しています。委員は２年交代
で、２年目の委員が図面の見方などを、１年目委員に説明する形で確認作業をしています。
　また新協定の狙いは、高齢化に伴う空き家・空き地の増加の歯止め策として、長屋など一戸
建て住宅以外の建築を認める用途拡大を図ったことです。これにより、従来とは違った建築物
の申請が出されることが考えられます。
　このため、毎年春と秋に開催される、横浜市建築協定連絡協議会主催の勉強会に参加し、図
面の見方のポイントや他地区の建築協定の現状の把握に努めるとともに、横浜市や金沢区の所
管部門と連携を取り、西柴団地の良好な住環境の維持に努めてまいります。
　また今後の取り組みとして、今回の新建築協定に加入せず、隣接地となっている土地所有者
の皆様に、ぜひ協定に加入していただき、現状の加入率 82％を上げていくことと考えています。


